
令和７年度上下水道関係予算の概要

令和７年２月10日

国土交通省 上下水道審議官グループ



令和６年能登半島地震での甚大な被害を踏まえ、上下水道耐震化計画に基づく水道施設の耐震化の取組を
推進するため、水道事業の支援対象自治体・施設を拡充。

資本単価要件に加え、耐震化の取組を加速する自治体*を支援対象に追加

（*料金回収率、これまでの耐震化の進捗実績、今後の耐震化の進捗計画を評価）

水道システムの急所である導水管・送水管の耐震化について、布設後の経過年数にかかわらず支援対
象に追加

水道の基幹構造物、重要施設に接続する配水支管の耐震化事業の補助率を引き上げ（1/4 → 1/3）

人口減少やインフラ老朽化、強靭化等、上下水道における共通課題の解決に向けた技術開発プロジェクト
（AB-Cross*）を推進。

*水道革新的技術（Ajump技術）と下水道革新的技術（Bdash技術）を横断（Cross）する上下一体の技術実証事業

上下水道一体効率化・基盤強化推進事業調査費の創設

（令和６年度補正予算では、分散型システムの実証を予定）

○ 水道施設の耐震化

○ 上下水道一体での技術開発
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令和６年能登半島地震での甚大な被害を踏まえ、上下水道施設の耐震化や災害時の代替性・多重性の確保の取組

を推進するため、支援対象施設・自治体を拡充。

上下水道関係 令和６年度補正予算 拡充内容

R6補正： 1,153億円 （水道：419億円、下水道：718億円、上下水道：15億円） 前年比1.15倍 （R5：1,005億円）
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上下水道関係 令和７年度予算案 概要

能登半島地震の被害や人口減少等を踏まえ「強靭で持続可能な上下水道システムの構築」に向けて取組を推進。

（単位：百万円）

１．前年度予算額は、令和７年度との比較対照のため組み替えて掲記してある。
２．本表のほか、国土交通省所管の政府情報システムのデジタル庁一括計上分として32,945百万円がある。
３．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）61,426百万円がある。
４．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

令和７年度国土交通省関係予算総括表令和７年度国土交通省関係予算総括表

以下の取組を上下水道一体で推進

上下水道施設の耐震化と災害時の代替性・

多重性の確保

最適で持続可能な上下水道への再構築
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上下水道関係 令和７年度予算案 拡充内容①

①上下水道システムの「急所*」の耐震化を個別補助化
（*その施設が機能を失えば、システム全体が機能を失う最重要施設）
②災害拠点病院、避難所、防災拠点などの

重要施設に接続する上下水道管路の一体的な耐震化

１．上下水道施設の耐震化と災害時の代替性・多重性の確保

（２）災害時の代替性・多重性の確保
①水資源機構及び都道府県を対象とした可搬式浄水施設・設備の配備
②給水車の配備
③離島・半島地域を対象とした浄水場・下水処理場の防災拠点化
（備蓄倉庫、受水槽、会議室、シャワー設備、トイレカー、マンホールトイレの整備）

（１）上下水道施設の耐震化
• 水道について、資本単価要件に加え、耐震化の取

組を加速する自治体を支援対象に追加
【R6補正より】

• 取水施設、浄水場、配水池、重要施設に接続する
配水支管の耐震化事業の補助率を引き上げ
(1/4→ 1/3） 【R6補正より】

• 急所である導水管・送水管の耐震化について、
布設後の経過年数にかかわらず支援対象に追加

【R6補正より】

＜ポイント＞
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上下水道関係 令和７年度予算案 拡充内容②

位置エネルギーを活用した送配水の省エネ化

（２）上下水道の施設配置の最適化への支援

（２）上下水道の施設配置の最適化への支援

（１）上下水道ＤＸの推進

• 水道システムの省エネ推進のため、自然流下での送配水を可能とするよう、取水位置を上流に
移転する際の取水施設や導水施設の整備等を支援対象に追加。

• 人口減少や災害復旧を踏まえた最適な汚水処理手法を選択できるよう、経済性を考慮して下
水道から浄化槽に転換する場合、下水道管等の撤去等に必要な費用を支援対象に追加。

• 水道管のメンテナンスや改築・更新を効率化するため、点検・調査結果に基づく「水道施設アセッ
トマネジメント計画」を策定する際に必要な経費を支援対象に追加。

• データ共有の円滑化や迅速な災害時調査のため、上下水道の台帳情報のクラウド化、市町村
の区域を超えて広域的に実施するデジタル技術を活用した水道施設の点検・調査を支援対象
に追加。

（３）広域連携のための「水道基盤強化計画」の策定推進

• 市町村の区域を越えた広域的な連携等を推進するため、都道府県が水道法第５条の３に規定
する「水道基盤強化計画」を策定する際に必要な費用を支援対象に追加。

２．最適で持続可能な上下水道への再構築

（１）上下水道DXの推進

人工衛星データを用いた漏水検知システム



新しい地方経済・生活環境創生交付金について【内閣府】

• 新しい地方経済・生活環境創生交付金のうち、旧デジ田交付金の旧地方創生推進タイプと
旧地方創生拠点整備タイプを一本化した第２世代交付金とデジタル実装型の２タイプは、
幅広く地方公共団体を対象として支援するもの

• 第２世代交付金は、公共事業や拠点整備事業やソフト事業を組み合わせた一体的な事業
を支援するもので、地方公共団体が自由度が高い事業を行うことが可能

• デジタル実装型は、引き続き旧デジ田交付金のデジタル実装タイプのように、デジタル技
術を活用した地域の課題や魅力向上に資する取組を支援するもの

新しい地方経済・
生活環境創生
交付金

地域防災緊急整備型 地域産業構造転換インフラ整備推進型 5



• 関連するマニュアル等の紹介・公表
• ノウハウの提供や相談対応 等

地域振興・理解促進

【施策】持続可能な上下水道システム構築のための上下水道施設整備事業

• まちづくりや地域振興の基盤となる上下水道システムの構築を図るため、
① 持続可能な地域づくりのための上下水道施設等の整備
② 下水道資源の有効活用や水道週間等に合わせたイベント開催などの地域振興や理解促進に係る取組等
に対して支援する。

• 日常生活や社会経済活動に必要不可欠な上下水道サービスの持続的な提供が可
能となる。

• 下水道資源利用や観光施策への貢献等により、地方創生の充実・強化が図られる。

上下水道システムは日常生活や社会経済活動に不可欠なものであり、汚水処理の未普及地域における施設
整備とともに、老朽化施設の増加や自然災害の激甚化等への対応が必要。また、脱炭素や食料安全保障の
観点から、下水道資源の有効利用（エネルギー化・脱炭素化等）を一層推進する必要がある。

・下水道資源の有効利用等
の地域振興施策（ブラン
ディング等）
・水道週間や下水道の日に
合わせたイベント開催
・マンホールカード作成など

地域特性を踏まえた
水道施設や汚水処理施設の設置・改築

災害時においても機能を確保するための
上下水道施設の耐震化

他、し尿受入施設、下水道資源の有効利用（エネルギー化、肥料化等）に関する施設、
基幹事業と一体的に実施する効果促進事業 等

上下水道施設等の整備 ソフト事業インフラ整備

現状の課題

事業実施イメージ

想定される効果 伴走支援
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